
       品川区障害者介護給付費等支給決定基準に関する要綱 

 

              制定 平成 18 年 9 月      区長決定 要綱第  ２号 

              改正 平成 21 年 3 月 25 日 部長決定 要綱第 299 号 

改正 平成 23 年 12 月 28 日 区長決定 要綱第  16 号 

                改正 平成 25 年 3 月 4 日   区長決定 要綱第  14 号 

              改正 平成 26 年 3 月 20 日 部長決定 要綱第  50 号 

              改正 平成 26 年 4 月 1 日  区長決定 要綱第 116 号 

              改正 平成 27 年 3 月 31 日 区長決定 要綱第 365 号 

              改正 平成 31 年 2 月 14 日 区長決定 要綱第 39 号 

               改正 令和３年6月11日  区長決定 要綱第 164号 

改正 令和５年 3 月 28 日 区長決定 要綱第 57 号 

改正 令和６年 4 月 1 日  区長決定 要綱第 263 号 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。）第 22 条第 1項に規定する介護給付

費等の支給の要否の決定（以下「支給決定」という。）を行うにあたって、法に定め

るもののほか、支給決定における公平性および透明性を確保するため、介護給付費等

支給決定基準（以下「支給決定基準」という。）に関し、必要な事項を定めることを

目的とする。 

 

（支給決定基準） 

第２条 １人あたりの１ヶ月の支給量は、法第４条第４項に規定する障害支援区分ごと

に、別表のとおりとする。 

 

（支給決定案の作成）  

第３条 区長は、支給決定を受けようとする障害者または障害児の保護者（以下「申請

者」という。）について、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号）第 12 条に規定する事項を勘案し、

支給決定案を作成する。 

 

（障害者介護給付費等支給審査会との連動） 

第４条 区長は、支給決定を行うにあたり、必要があると認めるときは、品川区障害者

介護給付費等支給審査会に意見を求めることができる。 

 

（介護給付費等支給検討） 

第５条 区長は、支給決定を行うにあたり、介護給付費等の支給の要否および支給量等

を検討するため、品川区障害者ケア計画検討会（以下「検討会」という。）を設置す



る。 

 

 

（支給決定の要否） 

第６条 区長は、前条に規定する検討会が実施した検討結果を基に、介護給付費等の支

給決定を行う。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、福祉部長が別に定める。 

 

 付則 この要綱は、平成 18 年 10 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、平成 23 年 10 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、平成 31 年 4 月 1 日から適用する。 

 

付則 この要綱は、令和 3年 4月 1日から適用する。 

 
付則 この要綱は、令和 5年 4月 1日から適用する。 

 

付則 この要綱は、令和 6年 4月 1日から適用する。 



区分６ 32,160単位／月 165時間／月 80時間／月

障害児 13,270単位／月 68時間／月 33時間／月

区分１

区分２

区分３

区分４以上

区分４

区分５

区分６

同行援護
視覚障害により著しく移動に困難を伴う方で、同行援護アセスメント調査票の調査項
目中「視力障害」、「視野障害」、「夜盲」のいずれかが1点以上であり、かつ、「移動障
害」の点数が1点以上の方

外出時に同行し、移動に必要な情報提供（外出先での代筆代読を含む）、移動の
援護その他必要な支援を行う。

区分なし

区分３

区分４

区分５

区分６

障害児

重度障害者等包括支援

意思疎通に著しく困難を伴い、常時介護を要する方のうち、その介護の必要の程度
が著しく高い方で、障害支援区分６の重度訪問介護や行動援護対象者等（他の要件
あり）
（Ⅰ型の状態像）筋ジストロフィー、筋萎縮性側索硬化症（ALS）、脊椎損傷、遷延性
意識障害等
（Ⅱ型の状態像）重症心身障害者等
（Ⅲ型の状態像）強度行動障害等

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓
練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助および共同生活
援助を包括的に提供する。

区分６

区分１～
区分６

児童区分
１～３

施設入所支援

（ア）生活介護を受けている方で障害支援区分4（50歳以上は区分3）
      以上の方
（イ）自立訓練または就労移行支援を受けている方で、入所しながら
      の訓練が必要かつ効果的と認められる方または地域における障
      害福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得ない事情に
      より、通所によって訓練等を受けることが困難な方
（ウ）生活介護を受けている方でアに掲げる障害支援区分より低い方
　　　のうち、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画案
　　　の作成の手続を経た上で、区が必要と認めた方
（エ）就労継続支援Ｂ型を受けている方のうち、指定特定相談支援事
      業者によるサービス等利用計画案の作成の手続を経た上で、区
      が必要と認めた方

主として夜間において、入浴、排せつおよび食事等の介護、生活等に関する相談
および助言その他の必要な日常生活上の支援を行う。

区分３～
区分６

生活介護

常時介護等の支援が必要な方として次に掲げる方
（ア）障害支援区分3（障害者支援施設に入所する場合は区分4）
　　　以上の方
（イ）年齢が50歳以上の場合は、障害支援区分2（障害者支援施
　　　設に入所する場合は区分3）以上の方
（ウ）障害者支援施設に入所する方で障害支援区分4（50歳以上の場
      合は障害支援区分3）より低い方のうち、指定特定相談支援事業
      者によるサービス等利用計画案の作成の手続を経た上で、区が
     必要と認めた方

障害者支援施設等において、入浴、排せつおよび食事等の介護、創作的活動また
は生産活動の機会の提供その他必要な援助を要する障害者であって、常時介護
を要するものにつき、主として昼間において、入浴、排せつおよび食事等の介護、
調理、洗濯および掃除等の家事並びに生活等に関する相談および助言その他の
必要な日常生活上の支援、創作的活動または生産活動の機会の提供その他の身
体機能または生活能力の向上のために必要な援助を行う。

区分３～
区分６

療養介護

病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする方として
次に掲げる方
（ア）障害支援区分6に該当し、気管切開に伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っ
　　　ている方
（イ）障害支援区分5以上に該当し、次の（１）から（４）のいずれかに該当する方
　　（１）重症心身障害者または進行性筋萎縮症患者
　　（２）医療的ケアの判定スコアが16点以上の方
　　（３）障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等(12項目)の合計点
　　　　 数が10点以上である方であって、医療的ケアスコアが8点以上の方
　　（４）遷延性意識障害者であって、医療的ケアの判定スコアが8点以上の方
（ウ）（ア）および（イ）に準ずる方として、機能訓練、療養上の管理、看護および医
　　　学的管理の下における介護その他必要な医療ならびに日常生活上の世話
　　　を要する障害者であって、常時介護を要するものであると区が認めた方

主として昼間において、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医
学的管理の下における介護および日常生活上の世話を行う。

区分５～
区分６

【訓練等給付】

サービスの種類 サービスの利用要件 サービスの内容

自立訓練（機能訓練）
地域生活を営む上で、身体機能、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必
要な方

障害者支援施設もしくは障害福祉サービス事業所に通わせ、障害者支援施設もし
くは障害福祉サービス事業所において、または障害者の居宅を訪問して行う理学
療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相談および助言
その他必要な支援を行う。

自立訓練（生活訓練） 地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な方

障害者支援施設もしくは障害福祉サービス事業所に通わせ、障害者支援施設もし
くは障害福祉サービス事業所において、または障害者の居宅を訪問して行う入浴、
排せつおよび食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等
に関する相談および助言その他の必要な支援を行う。

宿泊型自立訓練

自立訓練（生活訓練）におけるサービス利用要件に該当する方のうち、日中、一般就
労や障害福祉サービスを利用している方等で、地域移行に向けて一定期間、居住の
場を提供して帰宅後における生活能力等の維持・向上のための訓練その他の支援
が必要な方

居室その他の設備を利用させるとともに、家事等の日常生活能力を向上させるた
めの支援、生活等に関する相談および助言その他の必要な支援を行う。

就労移行支援

（ア）就労を希望する原則65歳未満の障害がある方で、通常の事業所に雇用される
ことが可能と見込まれる方
（イ）通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長もしくは休職からの復
帰の際に就労に必要な知識および能力の向上のための支援を一時的に必要とする
方

生産活動、職場体験、その他の活動機会の提供その他の就労に必要な知識およ
び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職
場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な支援を行う。

就労継続支援A型

（ア）企業等に就職することが困難な方で、雇用契約に基づき、継続的に就労するこ
とが可能な原則65歳未満の障害のある方
（イ）通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長もしくは休職からの復
帰の際に就労に必要な知識および能力の向上のための支援を一時的に必要とする
方

生産活動その他の活動機会の提供その他の就労に必要な知識および能力の向上
に必要な訓練その他の必要な支援を行う。

就労継続支援B型

（ア）企業等の雇用に結びつかない方や一定の年齢に達している方で、就労の機会
等を通じ、生産活動にかかる知識および能力の向上や維持が期待される方
（イ）通常の事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長もしくは休職からの復
帰の際に就労に必要な知識および能力の向上のための支援を一時的に必要とする
方

生産活動その他の活動機会の提供その他の就労に必要な知識および能力の向上
に必要な訓練その他の必要な支援を行う。

就労定着支援

就労移行支援等を利用した後、通常の事業所に新たに雇用された方で、就労を継続
している期間が※6月を経過した方
※①通常の事業所に新たに雇用された後に労働時間の延長の際に就労に必要な知
識および能力の向上のための支援を一時的に必要とする方として、就労移行支援等
を利用した場合は、当該就労移行支援等の終了日の翌日から起算して６月
②休職からの復帰の際に就労に必要な知識および能力の向上のための支援を一時
的に必要とする方として、就労移行支援等を利用した場合は、復職した日から起算し
て６月

通常の事業所に新たに雇用された障害者の就労の継続を図るため、企業等との
連絡調整を行うとともに雇用に伴い生じる日常生活または社会生活を営む上での
問題への相談、指導、助言等を行う。

自立生活援助

居宅において単身または家族と同居している場合であっても家族等の障害・疾病等
や障害者の生活環境の大きな変化その他の事情により、居宅で自立した日常生活
を営む上で生じる問題に対する支援が見込めない状況にある障害者等であって支援
を要する方

居宅における自立した生活を営む上で、定期的な巡回や随時の通報を受けて行う
訪問、相談対応により、障害者の状況を把握し、必要な情報提供や助言、相談、指
導を行う。

共同生活援助
障害者（身体障害者にあっては65歳未満の方または65歳に達する日の前日までに
障害福祉サービスもしくはこれに準ずるものを利用したことがある方）

主として夜間において、共同生活を営むべき住居において、相談、入浴、排せつも
しくは食事の介護その他の日常生活上の援助を行い、またはこれに併せて、居宅
における自立した日常生活への移行を希望する入居者につき、当該日常生活への
移行および移行後の定着に関する相談その他の主務省令で定める援助を行う。

各月の日数

行動援護
障害支援区分3以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目
等12項目の合計点数が10点以上の方

知的障害または精神障害により行動上著しく困難を有する方であって常時介護が
必要な方に、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時に
おける移動中の介護、排せつおよび食事等の介護その他行動する際に必要な援
助

短期入所
（ア）障害支援区分1以上の方
（イ）5領域11項目の調査における単価区分が区分1以上の障害児

障害者支援施設等に短期間の入所をさせ、入浴、排せつおよび食事の介護その
他の必要な支援を行う。

10日／月

【特記事項】
緊急に施設入所を要するなどの

やむを得ない理由等の場合は、31日給付できる。

51時間／月

68時間／月

88時間／月

48時間／月

【特記事項】
①支給量は、居宅介護、通院等介助を合算した区分ごとの月の
合計単位数および時間数を示す。定める支給量については、30
分単位に定められる。
②上記、家事援助および身体介護の時間数については、厚生労
働省が定めた「障害福祉サービス費等の報酬算定構造」におけ
る単位を基に計算した値を一例として掲載している。

各月の日数

23日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

23日／月
【原則の日数】

各月の日数 - ８日

各月の日数

各月の日数

各月の日数

23日／月・各月の日数

【原則の日数】
各月の日数 - ８日あるいは

施設入所支援をともなう場合は月の日数

各月の日数

支給量

23日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

23日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

38時間／月

23日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

96,480単位／月

59回／月

99回／月

60時間／月

重度訪問介護

障害支援区分4以上であって、次のアまたはイのいずれかに該当する方
（ア）次の（1）（2）のいずれにも該当する方
    （１）2肢以上に麻痺等があること
    （２）障害支援区分の認定調査項目のうち、歩行、移乗、排尿、
           排便のいずれもが支援不要以外と認定されていること
（イ）障害支援区分の認定調査項目のうち、行動関連項目等
       12項目の合計点数が10点以上の方

居宅において入浴、排せつおよび食事等の介護、調理、洗濯および掃除等の家事
や外出時の移動の介護を行うとともに、病院、診療所、助産所、介護老人保健施
設または介護医療院に入院または入所している方に意思疎通の支援その他の必
要な支援を行う。

248時間／月

279時間／月

334時間／月

通院等乗降介助 障害支援区分1以上の障害者または障害児
ヘルパーが自ら運転する車両への乗降の介助、乗降前後の屋外の移動介助、通
院先での受診等の手続きと移動介助

27回／月

39回／月

通院等介助（身体介護あり）

障害支援区分2以上の障害者または障害児であって、障害支援区分の認定調査項
目のうち、ア～オの状態のいずれか１つ以上に認定されていること
（ア）「歩行」　全面的な支援が必要
（イ）「移乗」（ウ）「移動」に見守り等の支援、部分的な支援、
　　　　　または全面的な支援が必要
（エ）「排尿」（オ）「排便」に部分的な支援または全面的な支援が必要

トイレ介助、車いすの介助など、通院等の外出に直接関連する身体介護


